
１． 機構の体制

当機構は，事務局を農業土木学会におき，国，農村工

学研究所，都道府県，全国水土里ネット，都道府県水土

里ネット，全国農村振興技術連盟，土地改良建設協会，

農業土木事業協会，民間コンサルタント等の各種団体，

農業土木技術士会など関係するすべての組織が参画し，

運営しています。

■組織は下記のような構成となっています。

①評議員会は，研修等を主催する関係機関の代表，学識

経験者等から構成され，機構運営について，機構長に

答申する役割を持っています。

②運営委員会は，機構の企画・運営，継続教育の情報提

供，継続教育の記録および管理などを主として行いま

す。

③評価委員会は，各組織や団体が行う研修の評価・認

定，会員個人が申請してきた継続教育内容の評価，継

続教育内容の証明などを行います。

④地方委員会は，農政局単位の技術士会等と連携して，

地方研修の充実，斡旋，講師派遣，研修等の実地調査

などを行います。

２． 通信教育制度の試行延長

通信教育制度の試行は，今年３月までとして４月から

は本格実施を予定していましたが，参加者が少なく，こ

の制度を継続する必要性や認識度合いを把握するため緊

急のアンケートを実施しました。その結果の概要は，

○通信教育が試行されていることを知っている人は，回

答者の４割弱と低かったこと，

○今後参加したいという回答者の方が６割以上あったこ

と，

また，全般的な意見を求めたところでは，

①業務多忙で研修会などに参加する機会がない状態で通

信教育制度の創設は良いことである。

②通信教育は「自己学習型」に区分されるのではないで

しょうか。そうなれば，CPDポイントは１０ポイント

で上限があり，無駄な努力となるのではないか。 →

自己学習ではなく，参加学習型に位置づけており，

無駄にはなりません。

③この制度は誰にとってもハードルが低く，簡単にポイ

ントを取得できていいと思う。しかし，学会誌だけで

なく，現場に密着したところで技術者の真価が問われ

るため，論文や研修だけでなく，幅広く技術者教育と

社会的評価の関係をとらえてはどうか。

④継続教育機構ではなく，継続研鑽機構として，プロと

しての自発的な向上を目指すものの一助として，その

証明を行う立場を明確にすべきである。

⑤ JST（科学技術振興機構）のWebラーニングと連携

すべきである。

⑥今の部所では，忙しく通信教育をする余裕はまったく

ない。

⑦会員となっているが，そのメリットが感じられない。

など賛同や批判などさまざまな貴重な意見をいただきま

した。このため，

（１）今年１０月まで試行を継続する

（２）６月からは２０問を１０問に変更する

という方針で取組むこととしておりますので，よろしく

お願いいたします。

３． 継続教育制度のメリットとは

・技術者個人にとって会誌等が配布されるわけではな

く，直接的なメリットはありません。

・むしろ農業土木技術者の社会的貢献と技術者の地位向

上を図るものです。事実受注者は既に継続教育の履歴

を求められており，発注者もどのような技術力を有す

る者が担当したかを証明する時代になりつつありま

す。
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・無経歴，無免許技術者の解消と技術者の育成が継続教

育機構の責務と考えています。

�� 個々の会員が自己責任のもとで努力して初めて

農業土木技術者全体の社会的評価を受けられ，

それがメリットです。

４． 食料・農業・農村の振興を担う技術者は，何をもと

められているのか。

○農業土木技術者のフィールドは限りなく広がっていま

す。

○技術課題は複雑化し，解決のためには総合化の視点が

必要です。

○技術者に国境はありません。

○美しい日本の農村を守るのは技術者（あなた）です。

�
○技術者の能力，技術力が問われています。

�
○学びのネットワークを形成し，技術者の一貫した能力

開発システムを作るのが，農業土木技術者継続教育機

構です。

５． 技術力向上のステップには段階があります

○次代を担う技術者を育成することは現世代の責務

先輩の背中を見て育つ世代はいない

○やってみせる，実践させる，自己啓発へと導くという

３つの段階が基本であり，自分を超えさせるという熱

意がなければ後輩は育たない。

○継続性の確保には，目標の明確化，多様性，楽しさが

必要

６． 農業土木技術者継続教育機構のホームページと問合

わせ先

URL http://www．jsidre．or．jp/cpd

e―mail cpd＠cpd．jsidre．or．jp

�０３―５７７７―２０９８ FAX０３―５７７７―２０９９

〔２００６．３．３１受稿〕

Ａ：地球的視点から多面的に物事
を考える能力

Ｅ：種々の科学，技術および情報
を利用して社会の要求を解決
するためのデザイン能力

Ｂ：技術が社会や自然に及ぼす影
響や効果，および技術者が社
会に対して負っている責任に
対する理解

Ｆ：日本語による論理的な記述
力，口頭発表力，討議等のコ
ミュニケーション能力，およ
び国際的に通用するコミュニ
ケーション基礎能力

Ｃ：数学・自然科学および情報技
術に関する知識と，それらを
応用できる能力

Ｇ：自主的，継続的に学習できる
能力

Ｄ：該当する分野の専門技術に関
する知識と，それらを問題解
決に応用できる能力

Ｈ：与えられた制約の下で計画的
に仕事をすすめ，まとめる能
力
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